
＜省エネ住宅＞ 主な支援制度 【令和8年度・新築】

事業名 補助対象 補助額（上限）

みらいエコ住宅2026
持家

(子育て・若年夫婦世帯が
取得するもの)

・GX志向型住宅 110万円 (子育て・若者夫婦世帯以外も可)

・長期優良住宅 75万円 (古家の除去が伴う場合+20万円)

・ZEH水準住宅 35万円 (古家の除去が伴う場合+20万円)

給湯省エネ2026 持家・賃貸等

・ヒートポンプ給湯器 7万円＋α (性能に応じて加算)

・ハイブリッド給湯器 10万円＋α (性能に応じて加算)

・家庭用燃料電池 17万円
※蓄熱暖房機を撤去:＋4万円 電気温水器を撤去:＋2万円

2026年ZEH補助金
新築戸建ZEH

持家等
ZEH,Nearly ZEH,ZEH Oriented 45万円＋α
ZEH＋,Nearly ZEH+ 80万円+α
※蓄電システム等の追加設備導入で加算

2026年ZEH補助金
新築中層･低層ZEH-M

集合住宅

ZEH-M,Nearly ZEH-M,ZEH-M Ready(低層のみ) 40万円/戸
※LCCO2算定を行う場合、いずれも50万円/戸
※上限3億円/年、6億円/事業
※低層：3層以下、中層：4～5層

富山型高性能住宅推
進事業費補助金

持家

ZEH水準を上回る県独自基準を満たす高性能住宅
・チャレンジ基準 10万円 (+国補助金110万円)
・アドバンス基準(子育て・若者夫婦世帯) 10万円 (+国補助金75万円)
・アドバンス基準(子育て・若者夫婦世帯以外) 70万円

とやまの木で
家づくり支援

・県産材1㎥以上使用
・県内に事業所を有す
る業者の施工

部材ごとに補助単価を設定、 補助上限 40万円
・造作材(天井、床、腰壁、外構部など) 2万円/㎥
・構造材(柱、梁、桁など) 1万円/㎥
・下地材(間柱、貫、胴縁など) 5千円/㎥

国

富
山
県

※詳細は、各補助要綱等をご確認ください。



事業名 補助対象 補助額（上限）

みらいエコ住宅
2026

持家、賃貸等

対象住宅の省エネ性能に応じて、一定の省エネ性能を確保するリフォーム
・H4基準未達→H28基準相当：上限100万円
・H4基準未達→H11基準相当：上限50万円
・H11基準未達→H28基準相当：上限80万円
・H11基準未達→H11基準相当：上限40万円

※必須工事:開口部、外壁、屋根・天井or床の断熱改修、エコ住宅設備設置 の組合せ
※附帯工事:子育て対応改修、バリアフリー改修等

先進的窓リノベ
2026

持家、賃貸等
工事内容に応じて定める額（補助率1/2相当等）
上限100万円

給湯省エネ2026 持家・賃貸等 新築の補助内容と同様

賃貸集合給湯省エ
ネ2026

既存賃貸
集合住宅

潜熱回収型給湯器（エコジョーズ・エコフィール）
・追焚機能無し：5万円＋α (性能に応じて加算)
・追焚機能有り：7万円＋α (性能に応じて加算)

既存住宅の断熱リ
フォーム支援

持家、賃貸等
補助率1/3
上限120万円/戸(戸建)、15万円/戸(集合･ドア改修の場合は20万円/戸)

2026年ZEH補助金
既存改修

持家
ZEH+改修 補助率1/3 上限300万円
ZEHリノベ 改修部分に応じて定額積上 上限250万円
省エネ診断 補助率1/3 上限20万円(BELS取得ありの場合25万円)

富山型高性能住宅推
進事業費補助金

既存住宅 全体改修・ゾーン改修 補助率4/5 上限 120万円

＜省エネ住宅＞ 主な支援制度 【令和8年度・改築】

国

富
山
県

※詳細は、各補助要綱等をご確認ください。
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